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第1章 創発物性科学が拓く「第3のエネルギー革命」
第2章 コώーレント光が実現する世界
第3章 資源・エネルギー॥環型社会の実現へ



　2013年から始まった理研の第3期中期計画の目標は、国の科学

技術基本計画を৭ೱく反映したものとなっている。その柱の一つが

このグリーンイノベーションで、地球環境問題に貢献するলエネ技

術や環境資源研究を指している。ここでは、この分類に含まれる創

発物性科学研究センター、光量子工学研究領域、環境資源科学研究

センターの三つに関して、そこに集໿された組織も含め、主として

2004年以降の組織的変ભ・ྺ史と研究成果を取り上げる。



第 1 章 
創発物性科学が拓く「第3のエネルギー革命」

《創発物性科学研究センター》

　創発物性科学研究センター（CEMS）が解決すべき挑戦的課題、実現すべき
創発機能として挙げるのは、「第3のエネルギー革命」を先導する固体や分子内
の電子が示すエネルギー機能である。電気エネルギーという極めて利用しやすい
エネルギー形態と、その移送システムのインフラストラクチャーを、人類が手に
したのは、高々この120年の間。蒸気機関による力学エネルギーを電磁誘導に
よって電気エネルギーに変換するにあたって、燃焼エネルギーあるいは核エネル
ギーを用いたのが、それぞれ第1、第2のエネルギー革命であったとすれば、今
は、力学エネルギーを介することなく、固体・分子内の電子の働きを利用する 創
発電磁気学の建設、すなわち「第3のエネルギー革命」が始まっている。半導体
エレクトロニクス、太陽光発電、高温超伝導に続く、固体・分子内電子に基づく
新しいイノベーションを希求した研究が、現在も加速しながら続いている。その
目指すところは、従来技術・原理の改良や延長ではなく、物性科学基礎研究から
のアプローチによってのみ可能な、性能指数に大きな不連続的飛躍をもたらし得
る新原理・新物質の発見である。

第1節　創発物性科学研究センター（CEMS）とは

センターの理念
　理化学研究所（理研）の創発物性科学研究センター（CEMS）は、現代の世
界的課題である環境調和型持続型社会の実現を目指し、新しい物性科学を創成す
ることでこの問題の解決に基盤的に貢献することを目的に、2013（平成25）年
に設立された。その中心的な思想は、センター名にもףせられている「 創発性」
（emergence）という֓೦である。創発性とは、ݸ々の構成要素からは想૾もつ
かないような性質・機能が、それらの間の強い相ޓ作用を介して集団として現れ
ることを意味している。従来の物理科学の中心的な思想であったؐݩ主義に対し
て、多数の自由度があって初めて発現する現৅と向き合い、その法則性を究めよ
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うとする試みであり、最新の物質科学、物性科学研究を基礎として、エネルギー
問題、環境問題にد与することを目指している。
　より具体的には、⛶多体系の創発現৅の理೦とݪ理を提案する強相関量子系の
物性物理学、⛷分子設計とݩ素戦略に基づく機能性ナノ構造体・物質系の௒分子
機能化学、⛸量子科学の成果を応用へとつなげる量子情報エレクトロニクス、の
3者を融合することで、組織としても「創発性」を発揮することを期している。
中心的なテーマに、さまざまな方法論を持った研究者が「総ֻかり」で取り組む
この研究手法は、世界的な大ڝ૪の時代に必要とされるものでもあった。

センター設立まで
　以下、センターの設立までの経緯を時系列にԊってその֓略をまとめる。セン
ターの前਎は、フロンティア研究システムおよびそれを引き継いだ基幹研究所に
おけるいくつかの研究グループであるが、設立のための準備は2010年͝ろから
始まっていた。2010年2月8日、2009年度第1ճ基幹研究所将来構想ҕ員会に
おいて、研究領域とセンター構想、計画の一つとして物質科学系センター構想が
取り上げられ、同年5月17日、2010年度第3ճ基幹研究所将来構想ҕ員会にお
いて、े૔޷紀領域長（物質機能創成研究領域）より、〝創発物質科学研究セン
ター〟の構想આ明があった。同12月13日の第13ճ基幹研究所将来構想ҕ員会に
おいて、े૔領域長の提案するセンターを基幹研究所として今後理研経営陣と打
ち合わせる方向となった。
　その後、物質系センターワーΩンググループが発足し、2011年3月31日に初
ճを開࠵した。ҕ員長は、ੴҪढ़ี（基幹研究所෭所長）、ҕ員は、૬ా୎ࡾ
（基幹研究所　グリーン未来物質創成研究領域　機能性ソフトマテリアル研究グ
ループ　グループディレクター）、ੴ޾ڮ治（基幹研究所　ੴڮ極ඍデバイス工
学研究室　主任研究員）、ҏ౻Յߒ（基幹研究所　ҏ౻ナノ医工学研究室　主任
研究員）、े૔（基幹研究所　物質機能創成研究領域　領域長）、֎ଜজ（基幹研
究所　物質機能創成研究領域　単量子ૢ作研究グループ　グループディレク
ター）、࡚ݹত（基幹研究所　࡚ݹ物性理論研究室　主任研究員）、લాਸ਼෉（基
幹研究所　前ాバイオ工学研究室　主任研究員）であった。
　年が明けて、2011年6月9日、野依良治理事長に対し、創発物性科学研究セン
ター（Ծ称）についてのઆ明を実施し、同7月11日2011年度第7ճ基幹研究所
所長会議にて、物質系新センターワーΩンググループ（ੴҪҕ員長）からのݕ౼
報ࠂがあった。その中で新しいセンターは、「௒௿エネルギー消費エレクトロニ
クス」「環境調和型௒高能率エネルギーऩ集・変換・ஷଂ」を目指した物質科学
を推進することがଥ当、と報ࠂされた。
　その年の฻れ12月14日付で理研の第3期中期計画における研究事業体制（案）
（11.12.14）にて、物理・工学系の戦略センターとしての創発物性科学（Ծ称）
が位置付けられた。また、同案（11.12.20）にఴ付されていた第2期中期計画か
ら第3期中期計画への研究体制変更のイメージ11.12.20൛にも、創発物性科学研
究センターは戦略研究事業の一つとして位置付けられている。
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　ただし、このイメージ内では、創発物性科学研究センターは׬全新規設置とい
う位置付けであった。同年12月26日の2011年度第17ճ基幹研究所所長会議にお
いて、次期中期計画に関࿈した基幹研究所各領域の組織改編に関するݕ౼状گの
報ࠂがあり、次期中期の新たな戦略センターとして、創発物性科学研究センター
が物質機能創成研究領域を発展させる形で組織されることと、場所がそれまでの
横浜事業所ではなく、和光事業所でݕ౼されていることが報ࠂされた。
　2012年になると1月16日の2011年度第18ճ基幹研究所所長会議にて、2011
年12月28日付の理事会議が作成した次期中期計画骨子が紹介された。この中で、
（次期中期の）基本方針の実現に向けてとるべきા置の「1ɽ国家的・社会的な
ニーズを踏まえた戦略的・重点的な研究開発の推進」の最初の項目として創発物
性科学研究（Ծ称、新設）が位置付けられ、その内容は「物質機能創成研究を発
展させ、革新的なエネルギー技術を創る物質開発に関する研究を行う」とされた。
また、同基幹研究所所長会議にて2012年度予算についても報ࠂがあり、政府予
算ݪ案で、創発物性科学研究センター（Ծ称）の準備を開始するための経費375
ඦສԁがા置された。
　同年1月30日の2011年度第19ճ基幹研究所所長会議にて、1月24日付ۄඌᚠ
ฏ基幹研究所長名で、2011年12月28日付け役員࿈名文書において位置付けられ
た創発物性科学研究について、新研究センターを効率的かつ効果的に運営してい
くための研究スϖースの集໿について、配慮を依頼する文書を発信したことが報
された。2月13日の2011年度第20ճ基幹研究所所長会議では、創発物性科学ࠂ
研究センター（Ծ称）設立に向け、次の準備組織を設置することがଥ当とされた。
　　創発機能物性研究グループ
　　　　創発分子機能研究チーム　୍ٶ࿨உ（TL）4月1日ண任
　　　　創発量子機能研究チーム　Ḻ஡ਗ਼ޛ（TL）4月1日ண任（非常ۈ）
　　　　創発量子情報研究チーム　ࢁຊٱت（TL）5月1日ண任（非常ۈ）
 ˞　TLɿチームリーダー
　2012年2月23日理事会議にて、基幹研究所に創発物性科学研究の開始に൐う
準備組織として、上記1グループ3チームを2012年4月1日に新設することがঝ
認された。研究センターそのものはこのグループだけではなく、ط存の物質機能
創成研究領域と、グリーン未来物質創成研究領域の機能性ソフトマテリアル研究
グループも合わせて構成する構想であった。すでにこの時点で、物理学、化学、
エレクトロニクスを融合し、物質科学の総合センターを設立するという理೦が提
示されていたと言える。続いて、3月22日理事会議にて、創発物性科学研究のた
めの環境整備として4ԯԁがા置された。4月13日理事会議にて、理研の将来に
向けた拡ॆ経費への追加予算配分経費として、創発物性科学研究に関するબ考課
題の実施に1ԯԁがા置された。第3期中期計画において新たに開始予定である
創発物性科学研究について、中期計画当初よりԁ׈に研究を実施できるようにす
るため、新たに取り組むこととしている௒分子機能化学および量子情報エレクト
ロニクスの2分野の一部を先行的に実施し、これらに必要となる経費をા置した。
　6月11日開࠵の2012年度第4ճ基幹研究所所長会議では、創発物性科学研究
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センターは、物質機能創成研究領域（3グループ）とグリーン未来物質創成研究
領域の機能性ソフトマテリアル研究グループを֩に構成する案となっており、グ
リーン未来物質創成研究領域の電子複ࡶ系機能材料研究グループは、課題解決型
プログラムとしての位置付けで残存期間を消化する案となった。7月12日付で第
3期中期計画の実現に向けた準備についての指示が文書であった。具体的には、
基礎基盤研究推進部が、創発物性科学研究センター（Ծ称）および先端光科学研
究領域（Ծ称）の準備を行うこと等であった。
　9月13日理事会議において、10月1日より創発現৅観ଌ技術研究チームを追加
することが認められた。2012年10月11日理事会議において、11月1日より創発
量子システム研究チーム、創発物性計ଌ研究チーム、創発スピン物性理論研究
チーム、創発機能高分子研究チームを追加することが認められた。10月31日、
センター準備状گに関して理事会議のώアリングがあり、11月7日理事会議にお
いて、2012年11月8日より創発物性科学研究センター準備室発足（室長、े૔
好紀）が発足することが決まった。このとき、すでに環境資源科学研究センター
準備室およびライフサイエンス技術基盤研究センター準備室は、5月11日付で、
先制医ྍプログラム準備室は5月24日に、統合生命科学研究センター準備室が9
月27日に設置されていた。そして、2012年11月12日理事会議において、2013
年度施行の創発物性科学研究センター組織・運営細則制定、合わせてセンターの
研究؅理職（PIɿプリンシパル・インベスティゲイター）職員の発ྩがঝ認され、
いよいよセンター設立が現実のものとなった。
　2013年2月14日理事会議において、2013年度からの創発物性科学研究セン
ターに物質評価支援Ϣニットを加えることがঝ認された。このϢニットは基幹研
究所の先端技術基盤部門物質評価チームを前਎としているが、そのメンバーを精
査して創発物性科研究センターにࢀ画することとなった。2012年度ิ正予算に
おいて、創発物性科学研究センター予算の前౗しા置がなされ、センターの研究
૷置類のॆ実が図られた。また、このิ正予算で（理研内通称）ナノサイエンス
実ݧ౩の改修予算がા置されたが、ݕ౼の結果、ط存౩の改修ではなく、ྡ接し
て新౩を建設整備することとなった。
　2013年4月1日、創発物性科学研究センター（CEMS）が発足した。発足時
の体制は以下のとおり。
　　センター長ɿे૔好紀
　　　෭センター長ɿ永௕௚ਓ、相ా୎三、川㟒խ司
　　　強相関物理部門　部門長ɿӬ長直人
　　　　強相関物性研究グループɿे૔好紀（GD）
　　　　強相関理論研究グループɿӬ長直人（GD）
　　　　強相関界面研究グループɿ઒㟒խ࢘（GD）
　　　　強相関物質研究チームɿా߁ޱೋ郎（TL）
　　　　強相関量子伝導研究チームɿHarold Y. Hwang（TL）
　　　　強相関量子構造研究チームɿ༗അ޹ঘ（TL）
　　　　強相関量子科学研究支援チームɿฏྛઘ（TL）
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　　　　創発物性計ଌ研究チームɿՖ܀఩郎（TL）
　　　　量子物性理論研究チームɿ࡚ݹত（TL）
　　　　計算量子物性研究チームɿ༘໦ਗ਼司（TL）
　　　௒分子機能化学部門　部門長ɿ相ా୎三
　　　　創発ソフトマター機能研究グループɿ相ా୎三（GD）
　　　　創発分子機能研究グループɿ୍ٶ和உ（GD）
　　　　創発生体関࿈ソフトマター研究チームɿੴా߁ത（TL）
　　　　創発デバイス研究チームɿࠤؠ義޺（TL）
　　　　ソフトマター構造創発研究チームɿ相ా୎三（GD）
　　　　創発機能高分子研究チームɿ₸അܟհ（TL）
　　　　創発生体工学材料研究チームɿҏ౻Յߒ（TL）
　　　　物質評価支援Ϣニットɿڮ௺大ี（UL）
　　　量子情報エレクトロニクス部門　部門長ɿḺ஡ਗ਼ޛ
　　　　量子機能システム研究グループɿḺ஡ਗ਼ޛ（GD）
　　　　量子光学研究グループɿࢁ本ٱت（GD）
　　　　量子ॖڽ物性研究グループɿFranco Nori（GD）
的量子コώーレンス研究チームɿᤚஹਃ（TL）ࢹڊ　　　　
　　　　創発現৅観ଌ技術研究チームɿਐ౻大ี（TL）
　　　　量子ナノ࣓性研究チームɿ大୩義ۙ（TL）
　　　　量子システム理論研究チームɿDaniel Loss（TL）
　　　　スピン物性理論研究チームɿଟʑ良ݯ（TL）
　　　　創発物性科学研究支援チームɿळݩ඙ଠ（TL）
　　　　量子効果デバイス研究チームɿੴ࣏޾ڮ（TL）
　　　　量子ॖڽ相研究チームɿ河野ެढ़（TL）
　　　統合物性科学研究プログラム　プログラムディレクターɿे૔好紀
　　　　　　　　　　˞　  GDɿグループディレクター、TLɿチームリーダー、 

ULɿϢニットリーダー
　このうち、最後の統合物性科学研究プログラムは、次世代のリーダー育成を目
的とした研究Ϣニットを配置するためのプログラムであり、CEMSを本務とす
るϢニットリーダーと、外部に本務を持ちCEMSを非常ۈとするϢニットリー
ダーからなるϢニット群を配する構想であった。非常ۈϢニットリーダーについ
ては、最先端研究開発プログラム（FIRST）で実施していた東京大学（東大）
社会࿈ܞ講࠲を、CEMSとして引き継いで維持し、そこの特任।ڭतもしくは
特任講ࢣをϢニットリーダーとして࠾用し、また、๺京のਗ਼՚大学の物理学科と
࿈ܞして類似の関係を構築する計画で進めた。また、े૔センター長、Ӭ長෭セ
ンター長は、理研と東大のクロスアϙイントメント第1号として理研が本務と
なった。
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第2節　CEMSの組織

研究・運営体制と人事
　CEMSの理೦を実現するために、より具体的なテーマとして、௒௿エネルギー
消費エレクトロニクスと環境調和型௒高効率エネルギーऩ集・変換・ஷଂの実現
が掲げられ、その研究を進めるための体制として、強相関物理部門、௒分子機能
化学部門、量子情報エレクトロニクス部門の三つの部門を置き、これに加えて3
者間をڮ౉しするとともに、ए手研究人材を育成する統合物性科学研究プログラ
ムを設置した。図1は2016（平成28）年の陣容である。े૔センター長の下に、
相ా、Ӭ長、઒㟒の3名の෭センター長を配し、3部門の部門長として、それぞ
れӬ長（強相関物理）、相ా（௒分子機能化学）、Ḻ஡（量子情報エレクトロニク
ス）を置いた。CEMSの運営は、センター運営の重要事項の৹議体としての
CEMSコアメンバー会議とCEMS全PIがࢀ画するCEMS-PI会議をもって行うこ
ととした。CEMSコアメンバー会議はセンター長、෭センター長、部門長と創
発物性科学研究推進室長、同室長代理に、2年の任期でセンター内からબばれた
グループディレクターまたはチームリーダーを加えたメンバーで構成される。両
会議ともに月1ճの実施とした。

ਤ øɹ$&.4の૊৫ਤ
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　CEMS外の有識者からなるアドバイザリーҕ員会を置き、センターの評価と
ともに研究・運営に対する提言をいただくこととした。また、推進室が予算、人
事、広報、対外࿈ܞなどあらゆる面で強力にセンターをサϙートし、CEMSコ
アメンバー会議、PI会議にもജ੮することとした。
　CEMSの職位は、PIとしては、センター長、෭センター長、部門長、グルー
プディレクター、チームリーダー、Ϣニットリーダーを置き、研究系職員として
は上ڃ研究員、研究員、特別研究員、協力研究員、リサーチアソシエイト、技術
系職員としては、上ڃ技ࢣ、技ࢣ、テクニカルスタッフⅠ、Ⅱ、そしてアシスタ
ントを置いた。それぞれの職位に対応したৄ細な人事手続きを設定し、ಁ明性の
高い、ݫ格な人事৹査を行う仕組みを構築した。そして、人事書類は全てデータ
としてอ存することとした。

予算とスペース
　CEMSの設立は2013年4月であるが、スϖースや予算のા置に関しては、設
立前からز重もの施策が講じられてきた。スϖースについては、執ච時（2016
年4月）までCEMSの中心拠点となる建物の新築が未達のため、和光Ωャンパス
の13の建物に分ࢄした状態ではあるが、理研の理事会議や関係部ॺのਚ力により、
一定のスϖースを確อできた。予算についても、CEMS設立が第3期中期計画の
最優先事項と位置付けられ、文部科学লや関係部ॺのਚ力により、一定の予算を
確อできた。以下に、経緯を記す。
　設立時のCEMSには、2008年度に設立された基幹研究所に当初から所ଐして
いたPIと、それ以降に新たに理研外から࠾用したPIが所ଐしている。前者はフ
ロンティア研究システム由来のPIと主任研究員等で構成される。基幹研究所では、
フロンティア研究システム由来研究室が໿3100m2、主任研究員研究室等が໿
3400m2を使用しており、CEMSに引き継がれている。一方で、CEMSの創設セ
ンター長であるे૔を中心研究者とするFIRST「強相関量子科学（2009-2013
年度）」が、理研を支援機関として࠾୒されたことを受け、2010年に基幹研究所
に、強相関量子科学研究グループが創設されて新たにPIが࠾用され、同時に໿
400m2のスϖースがા置された。また、CEMS設立の前年度にあたる2012年度
には、基幹研究所に創発機能研究グループが設立され、CEMSに新たにࢀ画予
定のPIを前౗しで࠾用し、そのスϖースとして໿2300m2がા置された。以上の
໿9200m2が、設立時にCEMSが؅理・使用するスϖースとなった。この中には、
ナノサイエンス実ݧ౩や物質評価支援に関わるスϖースも含まれている。その後
も、PIの増加等に対応するため、2014年に新たに໿900m2がા置され、2015年
には創発科学実ݧ౩がॡ工して໿800m2が使用可能になり、執ච時には総計1ສ
1000m2のスϖースを؅理・使用するにࢸった。和光Ωャンパス以外では、（ג）
日立੡作所のോࢁ地区に電子ݦඍڸを中心とする設備を置き、同社との共同研究
。໿に基づいて、CEMSの研究活ಈが展開されているܖ
　予算に関しては、CEMS設立の前౗しとして֓算要求を行い、2012年度に3
ԯ7500ສԁがા置され、基幹研究所運営費1ԯ6400ສԁと理事長ࡋ量経費5ԯ
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4900ສԁを合わせてCEMS設立の準備を行った。2013年度֓算要求の要๬施策
として「高効率エネルギー変換の実現に向けた೤電変換材料等の開発」（以下、
「ল電力エレクトロニクス」という）の準備を進めていたところ、2012年度ิ正
予算として、施設整備費4ԯ5000ສԁと設備整備費16ԯ1600ສԁがॆ当され、
施設整備費は前述の創発科学実ݧ౩の整備に結びついた。また、設備整備費は、
2013年度ิ正予算の4ԯ9700ສԁと合わせて、CEMSをスタートさせる設備の
ॆ実に大きくد与した。2014年度֓算要求には、「創発現৅を利用した革新的௒
௿消費電力デバイスの開発」の追加を要๬施策として、2015年度֓算要求には、
「センシングシステムの基盤となる環境調和型௒分子エネルギーデバイスの開発」
を要๬施策として準備した。これらの結果、ཹอやスϖース課金等をআいた実行
ֹとしては、執ච時現在、ຖ年16ԯԁ程度の運営費がॆ当されている。以上の
研究型事業とは別枠で、科学技術政策課題解決事業として、産業技術総合研究所
との࿈ܞ事業「革新的量子技術によるলエネルギー社会の構築」を、2015年度
の要๬施策として準備し、「௒伝導量子技術」の高度化研究を始ಈした。2016年
度には、同施策に「有機エレクトロニクス」、「量子効果・制ޚ」等の先Ӷ化研究
を加え、スケールアップして要๬施策として準備した結果、理研では、光量子工
学研究領域、放射光科学総合研究センター、計算科学研究機構、主任研究員研究
室群を加え、࿈ܞ事業として予算が認められるにࢸっている。
　上記のे૔FIRSTに加え、CEMS設立時にはࢁ本ٱتグループディレクター
（当時）が中心研究者を務める「量子情報ॲ理プロジェクト」と、外ଜজ（フロ
ンティア研究システム由来の基幹研究所グループディレクター）から引き継いだ
日立中央研究所長௕զ෦৴ߦ（当時）が中心研究者代行を務める「ݪ子分解能・
ϗログラフィー電子ݦඍڸの開発とその応用」の二つのFIRSTの一部もCEMS
設立時の研究活力となっていた。また、CEMSは2014年度からスタートした革
新的研究開発推進プログラム（ImPACT）の提案にもਚ力した。ࢁ本グループ
ディレクターが理研をୀ職してプログラムマネージャー（PM）に就任した「量
子人工脳を量子ネットワークでつな͙高度知識社会基盤の実現」と、東京大学の
ҏ౻ڭࡾߞतがPMを務める「௒ബບ化・強㔸化「しなやかなタフϙリマー」の
実現」にࢀ画し、研究プロジェクトの一ཌྷを担っている。そのほかにもڝ૪的外
部資金や産業界等との共同研究などの資金調達にもӶ意努力しており、平ۉして
年度あたり໿5ԯ7100ສԁを確อして研究を推進している。

第3節　設立からの歩み

　以下、センターの設立からのԊ革を時系列にԊってまとめる。
　2013（平成25）年6月7日、東京။ؘにおいてCEMS発足記೦シンϙジウム
を開࠵した。シンϙジウムの出੮者は総計130名であった。2013年7月11日理事
会議において、創発物性科学研究プログラムにスピン創発機能研究Ϣニット（8
月1日設置）、ಈ的創発物性研究Ϣニット（10月1日設置）、ソフトマター物性研

134

ୈ
ù
෦
　
ά
Ϧ
ồ
ϯ
Π
ϊ
ϕ
ồ
γ
ἀ
ϯ

Ⅱ



究Ϣニット（10月1日設置）の設置が認められた。2013年10月24日理事会議に
おいて、ਗ਼՚大学との覚書క結がঝ認され、合わせてਗ਼՚大学物理系とCEMS
の࿈ܞ講࠲の取り決めక結について報ࠂが行われ、2013年11月13日にਗ਼՚大学
と、研究協力覚書と࿈ܞ講࠲の運営に関する取り決めがక結された。
　2013年12月12日理事会議において、௒伝導量子エレクトロニクス研究チーム
の2014年2月1日設置が認められた。2014年1月16日理事会において、量子表
面・界面研究Ϣニットとަࠩ相関界面研究Ϣニットをਗ਼՚大学との࿈ܞに基づく
Ϣニットとして2014年2月1日に統合物性科学研究プログラムに設置すること、
量子多体ダイナミクス研究Ϣニットを2014年6月1日に、同じく統合物性科学研
究プログラムに設置することがঝ認された。
　2014年2月13日理事会議において、強相関量子科学研究支援チーム（平ྛチー
ムリーダー）を2014年3月31日にഇ止すること、計算物質科学研究チーム、創
発௒構造研究Ϣニット、創発計算物理研究Ϣニット、創発分光学研究Ϣニットを
それぞれ2014年4月1日に設置することがঝ認された。統合物性科学研究プログ
ラムに設置するこれらの3Ϣニットは、東京大学社会࿈ܞ講࠲に基づくϢニット
である。
　2014年2月26日の2013年度第11ճCEMSコアメンバー会議において、CEMS 
Awardを設けることを決定し、第1ճの受賞者5名（ཱུ໌ܼ　特別研究員〈創発
生体関࿈ソフトマター研究チーム〉、ဋ秀௝　上ڃ研究員〈強相関物性研究グ
ループ〉、ಙ永༞հ　上ڃ研究員〈強相関物質研究チーム〉、ඌ֨ࡔ　上ڃ研究員
〈創発分子機能研究グループ〉、ਗ਼ਫ௚　特別研究員〈創発デバイス研究チーム〉）
をબ出した。त賞式は2014年4月23日のCEMSがຖ月開࠵しているコロΩウム
で行った。
　2014年5月7日から9日、創発物性科学研究センターアドバイザリー・カウン
シル（CEMSAC）を開࠵した。カウンシルのҕ員は
　　ҕ員長ɿ๺Ԭ良雄　大阪大学大学Ӄç基礎工学研究科çڭत
　　ҕ員（アルフΝベットॱ）
　　　　Prof. Tord Claeson　Micro Technology and Nano Science （MC2）
　　　　　　Chalmers University of Technology, Sweden
त（現東京大学総ڭç߈ਆਅ　東京大学大学Ӄç理学系研究科物理学ઐޒ　　　　

長）
　　　　લ川ఓ௨　独立行政法人ç日本ݪ子力研究開発機構　先端基礎研究セン

ターセンター長
　　　　ਫౡެ一　東ࣳリサーチ・コンサルティング（ג）　エグゼクティブ

フェロー
　　　　Prof. Samuel I. Stupp　Director of the Institute for 
　　　　　　BioNanotechnology in MedicineçNorthwestern University, USA
तڭ۝भ大学ç先導物質化学研究所ç　३ݪߴ　　　　
　　　　Prof. J.-M. Triscone　Dean of the Faculty of Sciences, 
　　　　　　University of Geneva, Switzerland
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の8名であった。2014年7月10日理事会議において、CEMSACの報ࠂを行った。
2014年5月には、神戸のSTAP論文問題に関係して、発表論文の自己点ݕが行わ
れるなどの事態となった。CEMSは、ただちに2014年度第1ճCEMSコアメン
バー会議（2014年5月13日）において議論を行い、ٙ義が生じたとしても論文
不正をূݕするための材料がそろわない事態をճආし、真伨にূݕに協力するた
めの仕組みをݕ౼し、ݕ౼チームを置いて論文データ؅理の仕組みを作ることと
した。2014年度第3ճCEMSコアメンバー会議に、ݕ౼チームからの論文デー
タ؅理案が報ࠂされた。骨子は、「論文作成に関࿈するオリジナルデータを含む
全てのデータを一つのフΥルダにしてサーバーにアップロードする。このフΥル
ダを౤ߘ者は修正できない。フΥルダ作成時に取りこぼし等があれば、改めて新
規別フΥルダとしてアップロードする」というものであった。このシステムは現
在ॱ調にՔಇしている。
　この年、革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）のプログラム・マネー
ジャーは、その所ଐが独立行政法人の場合は、科学技術ৼڵ機構（JST）のઐ従
者とするとされたことに൐い、ImPACTプログラム・マネージャーに内定して
いた量子光学研究グループのࢁ本グループディレクターが、CEMSを཭れざる
を得ない状گとなった。2014年8月7日理事会議において、量子光学研究グルー
プを10月1日付で量子ॖڽ体研究チームに改組すること、௒伝導量子シミュレー
ション研究チームを10月1日に設置することがঝ認された。同年11月、創発科
学実ݧ౩がॡ工した。
　2014年12月11日理事会議において、メンターの配置等による研究者等の育成
体制に関するΨイドラインが制定されることとなった。CEMSでは、そもそも
統合物性科学研究プログラムのϢニットリーダーに対して、メンターを指定して
きていたが、Ψイドラインでは第2メンターまで指名することとなったので、対
応した。
　2015年1月14日、2014年度第9ճCEMSコアメンバー会議において第2ճ
CEMS Award受賞者5名（Neill Lambert　研究員〈量子ڽ集物性研究グループ〉、
Zhirong Lin　客員研究員〈ࢹڊ的量子コώーレンス研究チーム〉、小௣ീॏߤ　
上ڃ研究員〈強相関理論研究グループ〉、ۚࢠ良෉　上ڃ技ࢣ〈強相関物性研究
グループ〉、小川௚ؽ　上ڃ研究員〈強相関物性研究グループ〉）をબ定した。त
賞式は4月22日のコロΩウムで実施した。2015年1月29日理事会議において、
2015年3月31日をもってࢹڊ的量子コώーレンス研究チームをഇ止することが
ঝ認された。2015年6月1日、量子技術イノベーションコアWorkshopを、理研
和光事業所ླ໦കଠ࿠ϗールで、産業技術総合研究所と共࠵した。これは、
2015年度֓算要求にて、特定国立研究開発法人に予定されている理研と産業技
術総合研究所（その当時のީิ）の࿈ܞを実施する施策として位置付けて要求し、
要求が認められたものである。2015年6月26日理事会議において、ソフトマター
構造創発研究チームのチームリーダーに、2015年4月にண任したછ୩ོ෉主任
研究員を࠾用し、チーム名称を創発ソフトシステム研究チームと2015年7月1日
付で変更することがঝ認された。2015年8月20日理事会議において、創発光物
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性研究Ϣニット、計算物質機能研究Ϣニットをそれぞれ9月1日付で設置するこ
とがঝ認された。計算物質機能研究Ϣニットはਗ਼՚大学との࿈ܞに基づくϢニッ
トである。

第4節　不連続的な飛躍を目指す研究

強相関物理部門
　上に述べたように、創発性とは、多数の要素が相ޓ作用することで初めて実現
する現৅や機能を意味するが、特に物性物理学が対৅とする電子やスピンは、創
発性を示す量子力学的な多体系の代表例である。物質の性質を決めるこれらの自
由度は、その単純な総和としての物性を௒えて、ڊ大で高速、かつ௿エネルギー
の機能を示すことが可能である。強相関物理部門では、理論と実ݧとのີۓな協
ಇにより、多࠼な物質を෣୆としてこの֓೦を実現すべく研究を進めてきた。
　強相関電子系の研究は、その内部自由度と多体効果がもたらす多࠼な物性、機
能を対৅に、CEMS発足以前にも、高Թ௒伝導、ڊ大࣓気఍߅効果、マルチフェ
ロイックス、スピントロニクス、トϙロジカル物質、などのテーマで大きな発展
を見せていたが、2013年（平成25）以降の3年間に限っても、以下に述べるよ
うな進展があった。（これらの成果は、強相関物理部門内、およびଞ部門とのۓ
ີな協ಇにより得られたものであるために、ݸ々のグループ、チーム名はলき、
ච頭著者と年月のみを示した。）
ϞοτϩχΫεͱޫൃి

　強相関電子系は、多くの電子が高ີ度に٧め込まれて強く相ޓ作
用している電子集団である。強相関電子系で現れる電ՙ整列状態で
は、ಈきうる電子が大量に存在しているため本来は金ଐとなるはず
の物質であっても、クーロン相ޓ作用によって電子の電ՙ同士が反
発し合い、格子状に電ՙが整列してಈかなくなってしまうઈԑ体状
態となる（図2）。これはいわばණのような電子ݻ体状態であるが、こ
のઈԑ体に光をর射すると、ණが解けてਫになるように、止まって
いた電ՙが一੪にಈき出して金ଐとなることがしばしば起こる。こ
れが、光༠起モット転移であり、究極の多重Ωャリア生成と言える。
　この現৅は、次世代ଠཅ電஑として期଴されている強相関ଠཅ電
஑で、光電変換効率を大෯に上ঢさせるための重要なݪ理の一つになると考えら
れる。このアイデアは、大規模な理論シミュレーションによって実際に起こりう
ることが示される一方（খ௣ീ重ߤら、2009年12月）、「ϖロブスカイト型マン
Ψンࢎ化物」と半導体をヘテロ接合したଠཅ電஑を作੡することで実ূされた
（Zhigao Shengら、2014年8月）。実ݧでは、LSMO（110）接合で、6テスラ
の࣓場によって短བྷ電流ີ度が࣓場をかけないときに比べて、12ˋ増加するこ
とを見出し、接合界面ۙくのマンΨンࢎ化物がモット転移ۙ๣の相ڝ合状態にな
り、光によってہ所的に相転移が起こって多重Ωャリア生成を༠起、光電流の増

ਤ ùɹϖϩϒεΧΠτܕϚϯΨϯࢎԽ෺
ͰݱΕΔిՙ੔ྻঢ়ଶͱଟॏΩϟϦ
Ξੜ੒ɻ
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෯につながっていることが示された。また、関࿈してϖロブスカイトଠཅ電஑の
基礎理論として、反転対称性がഁれた結থにおけるトϙロジカルベリー位相によ
るシフトカレントの理論を発展させた（৿ຊߴ༟ら、2016年5月）。

ɹτϙϩδΧϧεϐϯߏ଄εΩϧϛΦϯ
　2010年に理研のグループによって実空間観ଌに成ޭしたスΩル
ミオンは、数ेナノメートル（nm、1nmは10ԯ分の1メートル）
程度の大きさをもつӔ状の࣓気構造で（図3）、そのখさなサイズ、
トϙロジーにอޢされた҆定性、࣓นに比べて5-6ܻখさいྟ界電
流ີ度で駆ಈされる高いқಈ度、などの優れた性質から、次世代の
高ີ度࣓気メモリ素子への応用が期଴されている。
　このスΩルミオンは、スピン構造が持つ立体֯に由来する実空間
の創発電࣓場を൐う創発粒子として、多くの新奇な現৅、効果、機
能を示す（図4上図）。
　CEMSの強相関物理部門では、このスΩルミオンを中心テーマ

の一つにਾえて、実ݧと理論の࿈ܞを通じて集中的に
研究を進めた。まず、スΩルミオンの電流下における
ダイナミクスに関する研究を進め、ബບ資料でも非常
に௿いྟ界電流ີ度で駆ಈされることを実ূし、並行
して理論的にそのݪҼがスΩルミオンの持つ創発࣓場
のために不純物をආける運ಈを起こすためであること
をಥき止めた（Ӭ長直人ら、2013年12月）（図4下図）。
　また、室Թ付ۙ・௒室ԹのスΩルミオン相の発見
（ಙӬ༞介ら、2015年7月）、ઈԑ体マルチフェロイッ
クスΩルミオン系の発見とその物性研究（ؔਅ一郎ら、
2014年4月）、素子を想定したดじ込められた空間で
のシミュレーションによる電流下スΩルミオンಈ力学
の解明（࡚ؠಯ一ら、2013年10月）、スΩルミオンの
サイズとヘリシティのࠞথ系による制جాࣲ）ޚ༸ら、
2013年10月）、マイクロ波のスΩルミオン࣓気共໐
（ԬଜՅ大ら、2013年8月）、スΩルミオンミクロ結
থのճ転ブラウン運ಈの発見（๬݄ҡਓら、2014年
3月）、࿪によるスΩルミオンの異方性制ޚとその第
一ݪ理計算（ࣲా基洋ら、2015年7月）、ࢎ化物௒格

子におけるスΩルミオンの発見（দ野ৎ෉ら、2016年7月）、などの成果が次々
に上がった。
　そして、これらの知見をݩに、スΩルミオンを用いたエレクトロニクスʕスΩ
ルミオニクスʕの֓೦を提এした。一方、スΩルミオンに関࿈した構造として
MnGeではLTEMによる3次ݩモノϙール結থ状態の実空間観ଌが行われ、モノ
ϙールがもたらす異常な࣓気఍߅とフΥノン物性が明らかにされた（ۚᖒ௚也ら、
2016年5月）。

ਤ úɹεΩϧϛΦン

ਤ ûɹʢ্ਤʣεΩϧϛΦンの͍ࣔ͢Ζ͍Ζͳݱ৅
ɹɹɹεΩϧϛΦϯʹ͸ϐϯΫͰࣔͨ͠૑ൃ࣓৔Cʢε
ϐϯͷཱମ֯ʹରԠʣ͕෇ਵ͠ɺͦΕʹΑͬͯిࢠ
͕ϗʔϧޮՌΛࣔ͢͜ͱͰͦͷྲྀΕ͕ԣ੒෼Λ࣋ͭɻ
一ํɺεΩϧϛΦϯ͸ిྲྀࢠʹΑΔεϐϯτϥϯε
ϑΝʔτϧΫʹΑͬͯۦಈ͞ΕΔ͕ɺͦͷͱ͖C΋
ӡಈ͢ΔͷͰɺ૑ൃి࣓༠ಋʹΑͬͯ૑ൃి৔F͕
ൃੜ͢Δɻ

ɹɹɹʢԼਤʣෆ७෺Λආ͚ΔεΩϧϛΦンのಈ͖
ɹɹɹෆ७෺ͷϐϯࢭΊྗʹରͯ͠εΩϧϛΦϯ͸Ϛά
φεྗʹΑͬͯͦͷਨ௚ํ޲΁ಈ͜͏ͱ͢ΔͷͰɺ
݁Ռͱͯ͠ෆ७෺Λආ͚Δ͜ͱ͕Ͱ͖Δɻ
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τϙϩδΧϧઈԑମ

　トϙロジカルઈԑ体は、内部は電
流を流さないઈԑ体状態だが、その
トϙロジカルに非自明な性質ゆえに、
表面は金ଐ状態となる物質群である。
この表面金ଐ状態は、質量を持たな
いワイル電子によって記述される。
このワイル電子に、࣓気டংによる
ަ換相ޓ作用、あるいは外部࣓場が
加わると、量子ϗール効果を示すこ
とが予言されていた。これは非ࢄҳ
性電流を実現する理想的な系と考えられる。CEMSでは、トϙロジカルઈԑ体
の一つ「（Bi0.12Sb0.88）2Te3」（Biɿビスマス、Sbɿアンチモン、Teɿテルル）の高
品質ബບの作੡手法を確立し、ほとんど結থܽؕのない（内部に電流が流れるこ
とがない）ബບを成長させ、これを用いて電界効果型トランジスタ構造を作੡し
て、この量子ϗール効果を再現性ྑく実現することに成ޭした（ཾݟ٢ଠ郎ら、
2015年4月）。さらに、外部電ѹを制ޚすることで、ディラック状態の整数量子
ϗール状態とઈԑ的な状態を電気的に制ޚできることを示した。また、この࣓性
トϙロジカルઈԑ体において、スΩルミオンが実現すること（҆ాݑ司ら、
2016年2月）、ϗールコンダクタンスがゼロとなる特異な量子ϗール状態が現れ
ること、などを明らかにした（図5）。また、トϙロジカルઈԑ体の表面で高効
率のスピン流生成が行われることを見出した（ۙ౻ߒଠら、2016年7月）。
௒ç఻çಋ

　ಔࢎ化物における高Թ௒伝導は、強相関電子系の示
す最もݦ著な現৅の一つであるが、その発見から໿
30年たっても未だそのメカニズムは論૪の的である。
CEMSでは、現在、大気ѹ下で最も高い転移Թ度Tc

（現時点でマイナス140ˆ程度）を示す高Թ௒伝導ಔ
化物のTcをѹ力によって上ঢさせることに成ޭしたࢎ
これは、খさい。（図6）（ら、2105年12月ࢠຊจࢁ）
素への置き換えやബບ化などによってٖ似的なѹ力ݩ
が実現できれば、大気ѹ下でも、よりTcの高い௒伝導
体が得られる可能性があることを示している。また、
並行して第一ݪ理電子状態計算を用いて௒伝導転移Թ度を正確に評価する手法を
発展させた。これにより、フラーレンの電子相図をほぼ正確に再現することや、
ེ化ਫ素系の転移Թ度を半定量的に再現することに成ޭし、高Թ௒伝導物質設計
への道を拓いた（野ଜ༔༞ら、2015年8月）。
ϚϧνϑΣϩΠοΫε

　強༠電と࣓気டংが共存するマルチフェロイックス物質では、電気分極とスピ
ンの間に強い結合が生じる。特に、ཐ

㇉

ટ
㆛㇓

型に電子スピンが配列したスピン流によ

ਤ üɹ࣓ੑτϙϩδΧϧઈԑମͷૉߏࢠ଄ʢBʣɺʢCʣͱϗʔϧ఍߅ͷ࣮݁ݧՌʢDʣ

ਤ ýɹߴԹ௒఻ಋମʹ͓͚ΔѹྗҹՄʹΑΔసҠԹ౓ͷ
্ঢʢࠨʣͱͦͷ݁থߏ଄ʢӈʣɻ
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るマルチフェロイックス物質の研究を進め、࣓場により࣓化を、ま
た電場により࣓化を反転することに成ޭした。さらに࿪みによって
マルチフェロイックスを制ޚする方法を開発した（தౡଟ࿕ら、
2015年2月）。また、そのダイナミクスではギΨヘルツからテラヘ
ルツのप波数ଳにエレクトロマグノンと呼ばれるスピンと電気分極
の揺らぎが一体となった集団運ಈが現れる。このエレクトロマグノ
ンにおいて、光の伝播方向によって۶ં率やٵऩ係数が異なるとい
う࣓気カイラル効果がڊ大となることを発見した（໦ྛॣհら、

2014年8月）（図7）。この効果は、光アイソレーターや、光（電࣓波）制ޚ素子
への展開が期଴できる。

超分子機能化学部門
　分子が集まってݸ々の分子にはない新しい機能を生み出している複合体を、௒
分子と呼ぶ。௒分子機能化学部門では、分子一つ一つを精ີに設計するとともに、
分子が集合するプロセスを能ಈ的に制ޚすることで、ナノ・メソを௒えたࢹڊス
ケールにࢸる階૚的な異方構造の構築を行っている。これにより、ແ機材料のඍ
細加工ではࠔ೉な組織構造を創出し、地球規模のエネルギー問題・環境問題の解
決につながる材料科学の学理थ立を目指している。
　௒分子機能化学系の研究もまた、CEMS発足以前より、電子の出しೖれで৳
ॖする「ཐટ状分子ワイϠー」、ଠཅ電஑の理想構造を具現化した「ソフトグラ
フェンナノチューブ」、光エネルギーを運ಈエネルギーに変える「ブラシ状高分
子」、ほとんどがਫよりなる究極の環境௿ෛՙプラスチック代替「アクアマテリ
アル」などの成果をおさめていた。2013年度のCEMS発足以降、これら௒分子
ソフトマテリアルの開発（相ాグループディレクター、ੴాチームリーダー）に
加え、有機エレクトロニクスに基づくଠཅ光エネルギー変換（୍ٶグループディ
レクター、₸അチームリーダー）、物理・生物分野との融合（ࠤؠチームリーダー、
ҏ౻チームリーダー）、X線などを駆使した精ີ構造解析（ڮ௺Ϣニットリー
ダー）、さらに、これらの௒分子機能材料を集積したフレΩシブルデバイスの開
発（染୩チームリーダー）へと研究範ғを広げ、分子1ݸからナノ集合体、さら
にはバルク材料にࢸるまでを対৅とすることとなった。その結果、持続可能な社
会に向けた௒分子機能材料に関する研究が一૚加速し、この3年間に限っても、
以下に代表される発展があった。
　௒分子ソフトマテリアル分野においては、アクアマテリアル関࿈の研究に非࿈
続的な目覚ましい進展があった。アクアマテリアルは、ਫ中に分ࢄしたແ機成分
に͝くඍ量の有機成分を作用させて3次ݩの໢目を作り、ਫをݻ化することで得
られる。ݩ来、有機成分として16工程を要するϙリマーを用いていたが、その
構造を極限まで単純化し、同性能を示す合成容қなϙリマーを新開発した。これ
により、アクアマテリアルの実用化に向けて大きく前進するとともに、छ々の有
機成分を使った໢羅的研究が可能となり、材料強度を高めるための指針も明らか
となった。

ਤ þɹ࣓ؾΧΠϥϧޮՌ
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　ແ機成分についても、ݩ来用いていた೪౔ナノシートをࢎ化チタンナノシート
で置き換えることにより、材料の多様な機能化に成ޭした。ࢎ化チタン特有の光
৮ഔ活性のため、この材料は๬みの場所を何度でも光加工できる。さらに、ਫ中
に分ࢄしたࢎ化チタンナノシートが、࣓場に応౴して配向することをۮવ発見し、
この状態でਫをݻ化した異方的アクアマテリアルを開発した。この配向状態では、
ෛ電ՙをଳびたシートの間に異方的な静電反発力がಇくため、この材料はॎのՙ
重に଱えながら横にしなやかに変形するという、前例なき力学特性を示す。
　また、この静電反発力を能ಈ的に増ݮすることにより、大きく、早く、方向性
を持つ、ے೑のようなಈきを生み出すことができる（図8）。また、アクアマテリ
アルとは別の切りޱによる環境௿ෛՙソフトマテリアルとして、長さがີݫに制
料をࠞͥるだけݪされた௒分子ϙリマーの開発にも成ޭした。Թ和な条݅下でޚ
でできる௒分子ϙリマーは、次世代高分子材料として期଴されているが、通常は
料ݪ、することができない。今ճޚ料がউ手に重合してしまうため、長さを制ݪ
の分子構造を޼みに設計することにより、௒分子ϙリマーのີݫな長さ制ޚが合
理的に達成できることを初めて実ূし、「ࠞͥるだけで୭もが精ີ合成できるϙ
リマー材料」への道を拓いた。
　また有機エレクトロニクス分野においては、センターのミッションの一つであ
るエネルギー問題の解決に向けて、特に有機ബບଠཅ電஑の研究について目覚ま
しい進展があった（図9）。有機ബ
ບଠཅ電஑はܰ量かつॊೈな構造を
持ち、半導体ϙリマーのృ෍によっ
て作੡できるため、௿コストで環境
ෛՙの௿い次世代ଠཅ電஑として஫
目されている。実用化に向けてエネ
ルギー変換効率を向上させるために
は、高分子合成から௒分子化学、デ
バイス工学にわたる෯広い分野の研
究を、基礎から応用にかけてのさま
ざまな観点から推進する必要がある。
CEMSでは例えば、有機合成化学
を駆使して新規材料を合成し、電気
的・光学的に優れた特性を持つ有機
半導体材料の開発を行ってきた。
　さらにそれらの材料をബບ中でద
切なナノ構造に導くための方法論を
開発するため、௒分子化学の知見を
加えた新たな材料設計についても研
究を行ってきた。また、二つの異な
る物質の界面における電ՙ分཭や電
ՙ༌送の過程は、ଠཅ電஑だけでな

ਤ ÿɹΞΫΞϚςϦΞϧ

ਤ Āɹ༗ػബບଠཅి஑
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く有機エレクトロニクス全般において極めて重要な研究対৅であり、その制ޚと
新奇物理現৅の発見を目指したさまざまな研究を行ってきた。このようにさまざ
まな基礎的な研究成果をݩにして、有機ബບଠཅ電஑の効率向上を目指した。
　その結果、新規な半導体ϙリマーを合成し、さらにそれらのബບ中での配向
（分子の向き）の精ີな制ޚを行うことで、光によって発生した電ՙが流れやす
くなる構造を構築し、10ˋを௒える世界最高クラスのଠཅ光エネルギー変換効
率を達成することに成ޭした。これに加えて最ۙ、従来の光電変換過程において
大きな問題であった光エネルギーから取り出せるエネルギーのロスを、これまで
の0.7-1.0eVから0.6eV以下にまで௿ݮする画期的な分子設計を開発した。この
成果によって、今後有機ബບଠཅ電஑の変換効率を15ˋ程度まで向上させるた
めの道を拓き、エネルギー問題へと大きく貢献することが期଴できる。

量子情報エレクトロニクス部門
　当֘研究は、छ々の量子系（スピン、௒伝導、ݪ子など）を制ޚすることによ
り、量子科学、ナノ科学への応用に展開することを目的とする。CEMS発足時の
研究体制は3グループと6チームであったが、その後1グループと1チームを解
消し、3チームを新設した（執ච時現在は2グループと10チーム）。これまでに、
上記の量子系について、単一の粒子やࢹڊ的状態をૢ作、ݕ出することを基本ݪ
理として、ݹ典的な考え方で作られている従来型コンピュータ、電子ճ࿏ではで
きないクラスの情報ॲ理・計算の技術開発および従来を྇կする量子力学的実ݧ、
計ଌ技術と理論解析のツール開発を行っている。以下にその主な֓要を述べる。
　ᾇ電子スピン、௒伝導ճ࿏を用いて量子計算を中心とする量子情報技術を開発

している。量子機能システム研究グループでは、量子
ドット中の電子スピンを量子ビットとして、ビット数
の増加、論理ԋ算を構成する量子ゲートの性能の向上、
新しい量子技術の開発を行った。これまでにGaAs
（ώ化Ψリウム）多重量子ドットの電子状態制ޚ技術
を確立し（Mathieu Delbecqら、2014年5月）、高速
スピンૢ作法（ถా३ら、2014年12月）、4スピンの
コώーレント制ޚ（大௩๎ኍら、2016年8月）、3ス
ピンによる単一量子ゲート（野ೖ྄ਓら、2016年4
月）、量子もつれゲート（Russell Deaconら、2015年
7月）、非ہ所量子もつれૢ作などを達成した（図10）。

　環境ࡶԻの時間相関を考慮したૢ作と計ଌの導ೖにより、ゲート忠実度を2ܻ
以上増大し（Mathieu Delbecqら、2016年1月）、またSi量子ドットのスピンૢ
作の高速化により、ޡり଱性量子ビットの実૷に必要な量子ૢ作の忠実度（99%
以上）を達成できることを実ূした（෢ా健ଠら、2016年8月）。これらはいず
れも量子計算の実૷に向けた大きな成果で同分野の研究を主導する。
　一方理論に関して、量子システム理論研究チームは、スピン量子技術の拡ு性
に関࿈して、機能システム多数のスピン量子ビットを結合、ૢ作する方式として

ਤø÷ɹûॏྔࢠυοτのεϐン੍ޚ
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共໐を利用したԕִૢ作法（Peter Stanoら、2015年8月）、量子端状態を量子
バスとするૢ作法（Guang Yang、2016年2月）などを理論提案した。また、
量子ॖڽ物性研究グループは、一࿈の量子技術の研究に関࿈して、ݪ子物理、量
子光学、ナノ科学、量子情報、およびॖڽ系物質などのछ々のインタフェースに
ついて先駆的な理論研究を行った。具体的には、௒伝導ճ࿏、量子ハイブリッド
系、量子シミュレーション、量子計ଌ、量子生物学、ナノ・オプトメカニクス、
電子Ӕビーム、また、光に対する、結合マイクロ共ৼ器、ダイオード、パリ
ティー時間対称性、֯運ಈ量、量子スピンϗール効果、スピンي道相ޓ作用など
の理論を開拓した。
　ᾈ௒伝導量子ճ࿏に関して、௒伝導量子エレクトロニクス研究チームは、マイ
クロ波光子単一光子ݕ出器を開発した。マイクロ波共ৼ器と結合した௒伝導量子
ビット素子が、導波࿏よりೖ射するマイクロ波光子をݕ出する。単一光子ݕ出の
量子効率66ʶ6ˋを実現し、さらに光子ݕ出後に高速リセットಈ作が可能であり、
1MHz以上の܁りฦしप波数でಈ作可能なことを示した。10GHz付ۙのप波数
ଳにおいて、任意波形（ଳ域໿10MHz）を持つ波ଋに対してಈ作する。この成
果はマイクロ波領域における量子光学実ݧの新たな可能性を切り拓くものであり、
高感度な計ଌ技術としても期଴される。
　௒伝導量子シミュレーション研究チームは、一つの
௒伝導人工ݪ子により構成される、オンデマンドな単
光子源（マイクロ波領域）を実現した（Zhihui Peng
ら、2016年8月）。この単光子源は、伝送線に直結し
ているので、一般的な応用に対応できるオンデマンド
単光子源であり、これまでになかった単光子源である。
प波数は可変で、࣓場により໿6.7GHzから9.1GHz
まで変調可能で、効率は75ˋ程度と見積もられる。
単光子性を示すアンチバンチング特性も観ଌされてい
る。量子情報への応用に関しては、ボκンサンプリン
グを用いる量子シミュレーションや、光子のクラス
ター状態の生成などが考えられる（図11）。
　ᾉݪ子に関しては、量子ॖڽ体研究チームがྫྷݪ٫子系、量子ॖڽ相研究チー
ムが௒流ಈヘリウムの研究を展開した。前者ではボソンの1次ݩ系ྫྷݪ٫子気体
をಥવ二つに分཭すると、各部分系は（ٖ）೤平ߧ化するが、両者の非ہ所相関
は量子エンタングルメントの効果のために೤平ߧ化しないという現৅を発見した。
この現৅は、೤平ߧ化に量子エンタングルメントが本質的な役割を果たすことを
示す初めての例であり、量子情報分野におけるデコώーレンスフリー部分空間が、
೤平ߧ化を๦げていると解ऍすることもできる。これによりエンタングルした量
子多体系の理解が前進した。後者では、௒流ಈヘリウム3自由表面下にଋറした
電子バブル（ෛイオン）およびスノーボール（正イオン）の移ಈ度ଌ定から、A
相の空間異方性に起Ҽしたカイラリティーの直接観ଌに成ޭした（஑্߂樹ら、
2013年7月）。また、B相における表面からのڑ཭に依存しない移ಈ度のଌ定結

ਤøøɹ௒఻ಋճ࿏のࣸਅͱ等Ձ
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果からは、表面状態のマϤラナ性が強く示ࠦされた
（஑上ら、2013年11月）。ヘリウムӷ面電子表面準位
間の共໐マイクロ波ྭ起によって出現する、異常࣓気
఍߅効果の研究を進め、ゼロ఍߅状態の電子系が非ѹ
ॖ性を示すことを明らかにした（Alexei Chepelianskii
ら、2015年5月）（図12）。
　ᾊナノ科学の推進に関して、量子効果デバイス研究
チームはカーボンナノチューブを用いた機能性ナノ構
造を開発した。ナノチューブはトップダウン技術では
作੡がࠔ೉な͝くඍখなサイズ（直1ܘnm程度）を
有することから、量子効果を利用するデバイスの
Building Blockにదしている。人工的な機能性ナノ
構造を作੡するために、カーボンナノチューブと分子
が化学結合したヘテロ接合を利用して量子ドット構造
を作੡することに成ޭした（図13）。分子は結合の様
式によって電気૒極子の向きが変わることにண目し、
量子ドット中のϙテンシャルを制ޚできることも明ら
かにした。さらに、単一の量子ドットからのྭ起子発
光を観ଌするなど、ナノチューブの機能拡大を示す結
果を得た。（ඈా૱ら、2015年4月）
　また、量子ナノ࣓性研究チームでは、金ଐおよび௒
伝導体へのスピン஫ೖおよびスピンϗール効果に関す
る系統的な研究を行った（৽߁ݟ༸ら、2015年10月）。
　その結果、ۜナノ細線中を10ミクロンにわたって
集団スピンを一ճ転ࠩࡀ運ಈさせながら拡ࢄ伝導させ、
実ݧ結果を理論的にઆ明することに成ޭした（Ҫ土޺
ら、2014年2月）。௒伝導状態にあるニオブナノ細線
に準粒子スピンを非ہ所஫ೖすることにも成ޭし（ए
ଜଠ郎ら、2014年1月）、この手法を用いて、準粒子
スピンをഔ介としてڊ大スピンϗール効果が生じるこ
とを発見した（एଜଠ࿠ら、2015年5月）（図14）。
スピン物性理論チームではスピン流と電流や光などと
の変換メカニズムをඍࢹ的ࢹ点から理論的解明を進め、
主に以下の成果を得た。➳ɽスピンي道相ޓ作用を用
いたスピン流から電流への変換が電子スピンにಇく有
効電࣓場によって引き起こされていることを明らかに
した。この電࣓場は物質に特有のものである。➴ɽこ

の有効電࣓場が作る電子の流れがドップラー効果により、光応౴においてೖ射方
向によりಁ過率が変化する方向二৭性を生み出していることを明らかにした。さ
らに反対称࣓気相ޓ作用も同様のドップラーシフトによることも示しその相ޓ作

ਤøùɹಉ৺ԁঢ়ͷ੩ిϙςϯγϟϧʢ7HʣΛ૟Ҿͨ͠ࡍ
ͷதԝ෇ۙͷϔϦ΢Ϝӷ໘ిࢠͷີ౓ʢOFʣɻϚΠΫ
ϩ೾রࣹ͕ͳ͍ͱʢEBSLʣOF͸୯ௐʹมԽʢഁઢʣɻ
ਨ௚࣓৔ԼͰϚΠΫϩ೾রࣹ͢ΔͱOF͕一ఆͱͳΔ
ඇѹॖੑྖҬ͕ग़ݱʢ࣮ઢʣɻ

ਤøúɹφϊνϡʔϒͷ྆୺ʹίϥʔήϯϞσϧϖϓνυ
෼ࢠΛ݁合ͨ͠ྔࢠυοτߏ଄ͷࣸਅ
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用の新しい計算法を提案した。➵ɽԹ度ޯ配によって生じる༌送現
৅を記述する೤ベクトルϙテンシャル理論の定式化を行った。
　一方、創発現৅観ଌ技術研究チームでは、ナノスケールで電࣓場
を可ࢹ化できる電子線ϗログラフィーを用いて、電子のಈきに൐う
電場のཚれをݕ出・追੻し、生体や༠電体表面での電子の஝積と集
団運ಈの様子を観察することに初めて成ޭした（進౻大ีら、
2014年8月）。図15は神経のඍ細線維（੨）पลの観察例である。
観察初期（a）に比し、時間経過と共に電子のಈきに൐う電場のཚ
れた領域（੺）がࢬにғまれた領域内（b、cの໼ҹ）に観察され、
試料から放出された2次電子が、正にଳ電した試料に引きدせられ、
次第に஝積し、集団的に移ಈする様子がଊえられている。
　上記研究の試料作੡に関しては、クリーンルーム؅理、૷置อ守、技術指導な
ど、創発物性科学研究支援チームが全面的にサϙートしている。

統合物性科学研究プログラム
　統合物性科学研究プログラムは、ए手のPIを育成するとともに、上記の3部門
の間を学際的にڮ౉しする役割を担っている。以下にまとめるように、物理部門
と化学部門、物理部門とエレクトロニクス部門にわたる成果が上がっている。
ಈత૑ൃ෺ੑڀݚϢχοτɿڧ૬ؔిܥࢠͷ४҆ఆ૬

　強相関電子系の非平ߧ状態という観点から、ྫྷ٫速度という、実ݧにおいて通
常重ࢹされることのないパラメータが、平ߧ೤力学の枠組みを௒えて最௿Թの電
子状態の制ޚҼ子になりうることを発見し、実際に基ఈ状態以外の電子状態を発
現させることに成ޭした。CEMSで開発したྫྷٸ技術を用いることで、これま
で実現できなかったӅれた電子状態や、ѹ力・࣓場などの外場૟引という従来の

ਤøüɹਆܦのඍࡉઢҡʢ੨ʣपลʹ͓͚
Δి৔のྫ࡯؍

ਤøýɹྫྷٸʹΑΔڧ૬ؔిܥࢠの৽͍͠ిࢠ૬

145

ୈ
1
章
　
૑
ൃ
෺
ੑ
Պ
ֶ
͕
୓
͘
ủ
ୈ
ú
の
Τ
ω
ϧ
Ϊ
ồ
ֵ
໋
Ứ

Ⅱ



手法とは異なった発想での相制ޚが、強相関電子系や࣓性体を含むさまざまな系
で実現できることが明らかになった（大஑ࢤ޿ら、2015年10月）（図16）。
εϐϯ૑ൃػೳڀݚϢχοτɿεϐϯྲ੍ྀޚ

　スピントロニクスは物理とエレクトロニクスがަࠩする分野である。スピン֯
運ಈ量の流れであるスピン流は、電ՙの流れである電流に比べてジュール発೤を
൐わないという利点があり、エネルギー効率の高いエレクトロニクスを実現する
ための切りࡳとして஫目を集めている。従来、スピン流の研究は強࣓性体に限ら
れていたが、CEMSでは新たに、࣓性体の大多数を઎める反強࣓性体中のスピン
波が、スピン流の効率的な担い手として機能しうることを明らかにした。これは、
反強࣓性体を利用した次世代のスピントロニクスを基礎づける重要な成果である。
また、ӈ手系・ࠨ手系の区別のあるΩラルな物質を用いることで、スピン波スピ
ン流のダイオードを実現できることも新たに発見した（関真一࿠ら、2016年6
月）。
૑ൃޫ෺ੑڀݚϢχοτɿޫʹΑΔεϐϯ੍ޚ

　強い電子相関やスピンي道相ޓ作用を特徴とするバルク結থおよびബບʗ界面
において、新しい光࣓気効果の探ࡧと非平ߧ電子・スピンの光制ޚの研究を行っ
た。3次ݩラシュバ半導体中のディラック電子を用いたスピンภ極電流発生とそ
のԁภ光制ޚ（খ઒直ؽら、2014年9月）、フェムトඵレーザーの光࣓気効果に
よる࣓気スΩルミオンの非೤的௒高速ྭ起ʗ全光スピン波スϖクトロスコピーを
用いたヘリマグノンʗスΩルミオン集団モードの実時間観ଌ、࣓性ઈԑ体中で非
ڑ所࣓気஄性波発生、などを実現した。特にスピン波がԻ速で長ہऩ光によるٵ
཭伝ൖする様子を画૾化し、さらにこの࣓気஄性波を各छ࣓นʗ࣓気バブルドメ
インに作用することにより、そのスピン波成分が࣓นと引力相ޓ作用を示すこと
を明らかにした（খ઒直ؽら、2015年7月）。この成果は、ہ所光ྭ起によりඍ
খ࣓区を自在にૢ作できる可能性を示す。
ιϑτϚλʔ෺ੑڀݚϢχοτɿ௒෼ڧࢠ༠ిମ

　強༠電体は物理と化学にまたがる研究対৅である。高分子・ӷথ・コロイドな
どのソフトマター系におけるメソスコピックスケールの௒分子構造の物理・機能
物性の探究と制ޚを研究している。௒分子強༠電体で、位相干渉SHGݦඍڸや
ケルビンプローブ表面力ݦඍڸにより極性スイッチングのඍࢹ的観察に成ޭした。
また、表界面解析などに用いられる和प波発生法をద用することで、分子ダイナ
ミクスの解明も行った（ߥԬ࢙ਓら、2014年8月）。そのほかに、アΩラル۶ۂ
分子による௒分子Ωラリティの能ಈ制ޚ（Kibeom Kimら、2015年9月）、分子
Ωラリティを介さない௒分子Ωラル構造のݦඍԁ二৭性分光法による判別
（Cécile Rocheら、2014年4月、2015年11月）、有機ゼオライトにຒめ込まれ
たアΩラル分子のཐટ配列からΩラル非線形光学効果を観ଌ（Chunji Liら、
2015年9月）、۶ۂ分子によるڊ大カー効果の発見（Khoa V. Leら2016年3月）、
分子のネマチックӷথにおける೧れ஄性の異常の発見（Khoa V. Leら、2014年
10月）などの成果を上げた。
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μΠφϛΫεࢠͷྔࢠݪϢχοτɿྫྷ٫ڀݚଟମμΠφϛΫεࢠྔ

　光格子と呼ばれる極௿Թݪ子集団をप期的な構造にดじ込めた実ݧ系を用いて
体物理における重要なモデルをٙ似的に実現し、その物理現৅を調べる研究をݻ
行っている。その中でも特に、非平ߧ・量子ダイナミクスにフΥーカスし、新た
に光格子実ݧを構築している。また、一次ݩのภ極したスピン࠯において、中心
のスピンの向きを変えスピン不純物を導ೖすることで引き起こされる量子ダイナ
ミクスについて調べ、エンタングルメントが生成し、そして伝ൖしていく様子を
これまでの実ݧデータを解析することで示した（෱ݪ෢ら、2015年7月）。

第5節　国内外の大学や企業との連携

清華大学
　理研とਗ਼՚大学の研究ަ流、次世代を担うए手研究リーダーの育成および理研
-ਗ਼՚大学との将来的な研究リーダーの人຺形成のため、࿈ܞ講࠲を三つ設置し、
ਗ਼՚大学のassistant professor（テニュアトラック）レベルのڭ員を࠾用した。
同時に、CEMSにおける統合物性科学研究プログラムのটᡈ研究Ϣニットリー
ダーと位置付け、年に2カ月以上、基本3カ月間଺在して共同研究を推進してい
る。
、員人事規則に従って行われるがڭ員の人બについては、ਗ਼՚大学ଆでそのڭ　
理研ଆからはީิ者の推નを行うとともに、ਗ਼՚大学ଆから提示されたީิ者に
つき、টᡈϢニットリーダーとしてద格かどうかを人事ҕ員会（センター長〈オ
ブザーバー〉、෭センター長および部門長4名、およびదٓઐ門のۙいPIからな
る）で৹査することとした。このプログラムは2013（平成25）年度から3年間
は理事長ࡋ量経費によって、2016年度からはセンターの運営費によって実施さ
れている。
　当初は理研とਗ਼՚大学の間のMOUの調整などに時間を要し、2013年11月に
ਗ਼՚大学研究担当෭学長で、理研との૭ޱであるQikun Xueڭतࢀ加のもと、東
京においてక結のセレモニーが行われ、本格的にスタートした。3Ϣニットのう
ち、2Ϣニットは物性実ݧグループ、1Ϣニットは物性理論グループとする計画
で、同年12月にはਗ਼՚大学ଆから、すでにਗ਼՚大学で実ݧグループを主࠻して
いる2名のassistant professorが、࿈ܞ講࠲のPIとして推નされてきた。CEMS
では上記人事ҕ員会を設置し、12月中に書類৹査を行い、2名ともద格との判断
を下し、CEMSコアメンバー会議におけるঝ認を経て、2014年2月から以下の
二つの研究Ϣニットが発足した。
　　ަࠩ相関界面研究ϢニットɿPu Yu（UL）
　　量子表面界面ϢニットɿShuaihua Ji（UL）
 ˞　ULɿϢニットリーダー
この2Ϣニットはす͙に理研との共同研究を推進し、PI以外にも学生を含む研究
室のメンバーが理研に଺在して、定期的に研究進ḿ報ࠂを行うなど、活発に活ಈ
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している。
　このほかに、2014年7月には、このプログラムのCEMS関係者がਗ਼՚大学を
๚れてワークショップが行われ、また2015年5月に理研で行われたワークショッ
プには、Qikun Xueڭतがࢀ加するなど、研究ަ流が格段に強化された。その後、
ਗ਼՚大学ଆから3人目の理論分野のPIީิ者提案を受けることとした。その結果、
ਗ਼՚大学のassistant professorであるYong Xu博士が推નされ、上記と同様の人
事৹査手続きを経て、2015年9月に
　　計算物質機能研究ϢニットɿYong Xu（UL）
が設置され、活ಈを開始した。
　これらのϢニットリーダーには2名ずつのメンターを任命し、Ϣニットの研究、
運営に関する助言を行うとともに、CEMSにおける共同研究を推進している。
その結果、強相関ભ移金ଐࢎ化物のエピタΩシャル࿪みとヘテロ界面の設計によ
り、強い電気࣓気結合を持つマルチフェロイック系の作੡に成ޭし、その物性評
価を׬成させたり、࣓性トϙロジカルઈԑ体（Sb1.7Cr0.3）Te3の表面状態の૸査
型トンネルݦඍڸ（STM）による観ଌに成ޭし、࣓場下でのランダウ準位と࣓
気モーメントとの結合によるエネルギーギャップを見出したり、強༠電体におけ
る光র射下で、自発的に流れる೤流の計算などの成果が上がっている。

東大社会連携講座
　センターの設置にさかのぼる2010年4月、理研からのਃし込みにより東大大
学Ӄ工学系研究科において、4年間のܖ໿で「創発物性科学」社会࿈ܞ講࠲が設
置された。その目的は、े૔領域長（当時）が中心研究者を務める最先端研究支
援プログラム「強相関量子科学」において、ए手研究リーダー人材を育成するこ
とであった。また、その名称は後年設置される創発物性科学研究センターのそれ
を先取りしたものであった。社会࿈ܞ講࠲は2013年のセンターの発足後も継続
し、2014年3月の最先端プログラムの終了とともに第1期を終え、同年4月より
4年ܖ໿で第2期にೖり現在にࢸっている。
　社会࿈ܞ講࠲では、独立した研究室を主࠻する特任ڭ員がޏ用され、理研-東
大の最先端研究環境下での共同研究と、工学系研究科における学部学生および大
学Ӄ生のڭ育・研究指導を担当した。ڭ員人事は、センターの研究テーマをे分
に考慮したうえ、東大ଆで行われた。センター発足後の特任ڭ員は全てセンター
のϢニットリーダーを兼務することとした。また、特任ڭ員は独立研究室を主࠻
するPIではあるが、東大ଆのメンターڭ員および理研の複数のPIによる強力な
メンターシップ体制をとり、共同研究、外部研究資金の獲得、Ωャリアパスに関
する支援を行った。理研が、大学にこのようなϙストを用意する理由は、PIと
しての੹任をもって学生を指導することが、ए手研究リーダーの育成には非常に
有効であるからである。
　社会࿈ܞ講࠲は常時、特任।ڭत1名、特任講4-2ࢣ名等の体制で運営されて
おり、これまでԆべ14名の特任ڭ員が࠾用された。現職の3名をআき、11名全
てが国内（9名）国外（2名）の大学ڭ員あるいは研究機関PIにঢ進・転出を果
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たした。うち1名は短期間のうちにڭतにঢ進した。理研から࠾用された特任ڭ
員は3名、ٯに特任ڭ員からCEMSのϢニットリーダーに࠾用されたのは2名で
あり、両機関の間の人事ަ流も੝んに行われた。ए手人材の活発な活ಈは、東大
の大学Ӄ生にもよいӨڹをもたらし、特任ڭ員がڭ育を担当する物理工学ઐ߈の
高い博士課程進学率に結びついており、この社会࿈ܞ講࠲は、東大ଆで非常に高
い評価を得るにࢸった。
　ए手研究リーダーの継続的な育成は、理化学研究所に課せられた重要な使命で
あるが、大学との࿈ܞはその有力な手段である。この社会࿈ܞ講࠲は、グループ
ディレクターの大学とのクロスアϙイントメントや、今後の理研-東大࿈ܞの中
֩を担うとともに、ଞ大学との࿈ܞのモデルケースとなることが期଴されている。

企業との連携
　CEMSにおける企業との࿈ܞは、研究室͝と、あるいは複数研究室が合同で
企業と共同研究ܖ໿をక結して進めることが主流となっている。2013年の
CEMS設立から3年度でԆべ40݅余りのܖ໿がక結され、合計で໿4900ສԁの
研究資金を受けೖれ、໿20݅の特ڐの共同出願にࢸっている。
　CEMS創設センター長のे૔が中心研究者として2010-2013年度に推進した
FIRSTプログラムでは、研究活ಈとは別に三つの社会貢献活ಈを実施しており、
そのうちの一つが「未来技術アカデミア」である。この施策では、強相関量子科
学の最先端研究成果を将来の技術開発の౔୆とするために、民間企業のए手研究
者を常ற共同研究者として理研に受けೖれ、応用のࢹ点を持った研究を展開する
とともに、世界最先端の基礎研究者との共同研究を通じて、将来において研究開
発の指揮を執ることのできる企業人材の育成に取り組んだ。この精神はCEMS
にも受け継がれ、企業の中央研究所あるいは基礎研究所の機能を理化学研究所に
求めてほしいという積極的な呼びかけと、企業にとってັ力的な研究内容により、
上記共同研究ܖ໿に基づき3年度でԆべ໿40人の企業研究者を受けೖれている。
　࿈ܞ研究テーマは、強相関エレクトロニクス、マルチフェロイクス、スΩルミ
オン、೤電材料、非線形光学材料、有機エレクトロニクス、アクアマテリアル、
再生医ྍ工学、バイオセンサー、量子情報ॲ理、スピントロニクス、電子ݦඍڸ
ϗログラフィー等多ذにわたり、࿈ܞ企業も国内外のエレクトロニクス、化学、
ༀ品、素材等に関࿈した企業となっている。中でも、アクアマテリアルについて
は、2016年度から理研の産学࿈ܞ本部が実施する「産業界との融合的࿈ܞ研究
制度」を活用して、日産化学工業（ג）との࿈ܞ研究チームを設置するまでに事
業を発展させている。

第6節　創発性の実現

　以上述べてきたように、CEMSは設立から3年を経たばかり（2016年時点）
の新しい研究センターであるが、当初目指した「創発性」の֓೦を科学および組
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織の上で発展させるという目標をॱ調に実現しつつある。一方で、理研における
最初の物性科学分野の戦略研究センターとして、今後もわが国の同分野をݗ引す
るとともに、世界に向けて研究成果を発信する使命があると؊に໏じている。
　理研は現在、大きな変革期にあり、2015（平成27）年4月にண任したদຊߛ
理事長の下で人事制度を含む新しい組織づくりが大٧めにۙづいている。特に、
ແ期ޏ用制度の開始に関࿈して、定年制と任期制の人事制度を一本化するという
大きな転換が起こりつつあり、任期制の職員が多数を઎めるCEMSにとっては
直接Өڹがある問題である。人事関࿈としては、このほかにঁ性PIの࠾用がݒ
案となっていたが、この課題に対しては執ච時現在、ঁ性限定のPIެืを行っ
ており、これは理研では初めての試みである。
　人ݮޱやܹಈする世界環境によって、多くの問題に直面するわが国であるが、
持続性のある҆定した社会の構築に向けて、科学の立場から基盤づくりにد与す
るとともに、次世代の学術および産業界のリーダーを育成する੹務を全うしたい。
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